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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

 
(注) １ 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ １株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がありませんので記載しておりません。

４ 自己資本比率は、(四半期末(期末)純資産の部合計－四半期末(期末)少数株主持分)を四半期末(期末)資産の

部の合計で除して算出しております。 

５ 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当行１社です。  

１ 【主要な経営指標等の推移】

平成20年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成19年度

(自平成20年
 ４月１日 
至平成20年 
  ６月30日)

(自平成19年
 ４月１日 
至平成20年 
  ３月31日)

経常収益 百万円 67,122 268,883

 うち信託報酬 百万円 0 8

経常利益 百万円 15,284 79,184

四半期純利益 百万円 10,049 ―

当期純利益 百万円 ― 45,980

純資産額 百万円 593,746 580,168

総資産額 百万円 10,225,743 9,835,939

１株当たり純資産額 円 650.11 634.94

１株当たり四半期純利益
金額 

円 11.24 ―

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― 51.43

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益
金額 

円 ─ ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ―

自己資本比率 ％ 5.68 5.77

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 184,653 △315,075

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △105,349 257,471

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △15,177 4,819

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 198,755 134,533

従業員数 人 4,368 4,186

信託財産額 百万円 138 145
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当第１四半期連結会計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容につい

ては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における従業員数 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、執行役員10人、及び海外の現地採用者、嘱託並びに臨時従業員2,518人を含んでおりません。 

２ 海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員数は[ ]内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載

しております。 

  

(2) 当行の従業員数 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、執行役員10人、及び海外の現地採用者、嘱託並びに臨時従業員1,777人を含んでおりません。 

２ 海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員数は[ ]内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載して

おります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人)
4,368

 [2,513]

従業員数(人)
3,959
[1,768]
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第２ 【事業の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載

しておりません。 
  

該当ありません。 
  

(1) 業績の状況 

（金融経済環境） 

当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、エネルギー・原材料価格高騰の影響などから減速を続

けました。企業収益は、米国経済の減速に伴う輸出の鈍化などにより減少に転じました。また、ガソ

リンや食料品など生活必需品の価格上昇などにより消費者物価も上昇したことから個人消費は伸び悩

み、住宅投資も回復の動きが一巡しました。 

 金融情勢をみますと、長期国債の流通利回りは期初の1.3％台から６月には1.8％台にまで上昇し、

日経平均株価は１万３千円から１万４千円台で推移しました。 

（経営成績） 

こうした金融経済環境のもと、当第１四半期連結会計期間の経営成績は以下のとおりとなりまし

た。 

収支の状況は、資金運用収支が375億円、役務取引等収支が70億円、特定取引収支が７億円、その

他業務収支が△９億円となりました。これらの収支の合計は444億円となり、営業経費は218億円とな

りました。 

また、その他経常収支は、貸倒償却引当費用（信用コスト）93億円、株式関係損益△８億円などに

より、△72億円となりました。 

なお、信用コストから償却債権取立益16億円を控除した実質的な信用コストは、77億円となってお

ります。 

以上の結果、経常利益は152億円、四半期純利益は100億円となりました。なお１株当たり四半期純

利益金額は11円24銭となりました。 

事業の種類別セグメントの状況につきましては、銀行業務の経常収益は616億77百万円、経常利益

は148億46百万円となりました。また、リース業務の経常収益は48億37百万円、経常利益は５億１百

万円、その他業務の経常収益は10億70百万円、経常利益は１億14百万円となりました。 

（財政状態） 

主要勘定につきましては、貸出金は、法人や個人のお客さまの資金調達ニーズに積極的にお応えし

てまいりましたことにより、四半期末残高は前年度末比1,474億円増加し、６兆7,721億円となりまし

た。 

預金は、さまざまな金融商品・サービスを品揃えし、給与振込や年金受取口座など家計のメインバ

ンクとしてご利用いただくことを目指して活動してまいりましたことにより、四半期末残高は前年度

末比2,896億円増加し、８兆6,657億円となりました。また、有価証券の四半期末残高は、前年度末比

1,098億円増加し、２兆1,548億円となりました。 

これらの結果、総資産の四半期末残高は前年度末比3,898億円増加し、10兆2,257億円となりまし

た。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーは預金の増加などにより1,846億円のプラス、投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券の取得

などにより1,053億円のマイナスとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは劣後特約

付借入金の返済などにより151億円のマイナスとなりました。以上の結果、現金及び現金同等物の四半

期末残高は、前年度末比642億円増加し、1,987億円となりました。 

  

損益の概要 

 
  

  

当第１四半期連結会計期間
（億円） 

経常利益 152

資金運用収支 ① 375

信託報酬   ② 0

役務取引等収支③ 70

特定取引収支 ④ 7

その他業務収支⑤ △9

計（①＋②＋③＋④＋⑤） 444

営業経費 218

その他経常収支 △72

うち貸倒償却引当費用（信用コスト） 93

うち株式関係損益 △8

特別損益 19

うち償却債権取立益 16

税金等調整前四半期純利益 172

四半期純利益 100
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国内・海外別収支 

当第１四半期連結会計期間におきまして、国内は、資金運用収支が377億24百万円、信託報酬が０

百万円、役務取引等収支が70億97百万円、特定取引収支が７億97百万円、その他業務収支が９億14百

万円となりました。 

海外は、資金運用収支が３億57百万円、役務取引等収支が15百万円、その他業務収支が△18億90百

万円となりました。 

以上により、合計では、資金運用収支が375億40百万円、信託報酬が０百万円、役務取引等収支が

70億77百万円、特定取引収支が７億97百万円、その他業務収支が△９億75百万円となりました。 
  

 
(注) １ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)

であります。 

２ 「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社(以下「海外連結子会社」という。)であり

ます。 

３ 「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用(当第１四半期連結会計期間18百万円)を控除して表示してお

ります。 

４ 「相殺消去額」は、連結会社間の取引及び当行における国内と海外との資金貸借について相殺消去した金額

を記載しております。 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 37,724 357 △540 37,540

 うち資金運用収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 45,739 2,954 △1,609 47,084

 うち資金調達費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 8,014 2,597 △1,068 9,543

信託報酬 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 0 ─ ─ 0

役務取引等収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 7,097 15 △35 7,077

 うち役務取引等 
 収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 11,650 32 △1,049 10,633

 うち役務取引等 
 費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 4,553 17 △1,014 3,556

特定取引収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 797 ─ ─ 797

 うち特定取引収益 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 801 ─ ─ 801

 うち特定取引費用 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 3 ─ ─ 3

その他業務収支 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 914 △1,890 ─ △975

 うちその他業務 
 収益 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 966 3 ─ 969

 うちその他業務 
 費用 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 52 1,893 ─ 1,945
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国内・海外別預金残高の状況 
  

○ 預金の種類別残高(末残) 
  

 
(注) １ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

２ 「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 
３ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
４ 定期性預金＝定期預金 
５ 「相殺消去額」には、連結会社間の預金取引について相殺消去した金額を記載しております。 
  

国内・海外別貸出金残高の状況 
  

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 
  

 
(注) １ 「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

２ 「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 8,516,884 174,118 △25,296 8,665,706

 うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 5,065,481 1,256 △3,996 5,062,741

 うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 3,253,033 172,862 △21,300 3,404,596

 うちその他 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 198,368 ─ △0 198,368

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 121,095 ─ ― 121,095

総合計 
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 8,637,979 174,118 △25,296 8,786,802

業種別
平成20年６月30日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

6,741,378 100.00

 製造業 541,936 8.04

 農業 7,110 0.11

 林業 2 0.00

 漁業 1,288 0.02

 鉱業 16,815 0.25

 建設業 300,966 4.46

 電気・ガス・熱供給・水道業 36,949 0.55

 情報通信業 34,487 0.51

 運輸業 188,464 2.80

 卸売・小売業 647,816 9.61

 金融・保険業 323,933 4.80

 不動産業 1,472,144 21.84

 各種サービス業 569,525 8.45

 国・地方公共団体 299,604 4.44

 その他 2,300,333 34.12

海外及び特別国際金融取引勘定分 30,778 100.00

 政府等 908 2.95

 金融機関 2,745 8.92

 その他 27,125 88.13

合計 6,772,157 ―
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 「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、当行

１社です。 

信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表） 

 
  

 
(注) １ 共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。 

２ 元本補てん契約のある信託財産については、取扱残高はありません。 

  

  

  

資   産

科目

当第１四半期連結会計期間末 

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末 

（平成20年３月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

現金預け金 138 100.00 145 100.00

合計 138 100.00 145 100.00

負   債

科目

当第１四半期連結会計期間末 

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末 

（平成20年３月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

金銭信託 138 100.00 145 100.00

合計 138 100.00 145 100.00
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第３ 【設備の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

  

  

  

  

  

  

(1) 【主要な設備の状況】

(2) 【設備の新設、除却等の計画】
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当ありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当ありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,500,000,000

計 2,500,000,000

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 895,521,087 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 895,521,087 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年６月30日 ― 895,521 ― 145,069,130 ― 122,134,116
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が33,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が33個含まれております。 
２ 「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式833株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成20年３月31日現在 

 
(注)  株主名簿上は当行名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。ま

た、株主名簿上は中央証券株式会社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が135,000株（議決権
135個）あります。なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(1) 新任役員 

 該当ありません。 

(2) 退任役員 

 該当ありません。 

(3) 役職の異動 

 該当ありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 1,656,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式888,227,000 888,227 ― 

単元未満株式 普通株式 5,638,087 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 895,521,087 ― ―

総株主の議決権 ― 888,227 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社千葉銀行 

千葉市中央区千葉港
１番２号 

1,656,000 ― 1,656,000 0.18

計 ― 1,656,000 ― 1,656,000 0.18

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月

最高(円) 838 829 817

最低(円) 646 700 739

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産

及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠して

おります。 

  

２ 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)は、四半期連結財務諸表の

作成初年度であるため、前第１四半期連結累計期間との対比は行っておりません。 

  

３ 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)の四半期連結財務諸表は金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けてお

ります。なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって、

新日本監査法人から名称変更しております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

資産の部   

現金預け金 523,262 426,953

コールローン及び買入手形 9,628 10,480

債券貸借取引支払保証金 21,831 22,081

買入金銭債権 63,192 65,434

特定取引資産 315,718 285,029

金銭の信託 29,451 29,511

有価証券 2,154,875 2,045,011

貸出金 ※1  6,772,157 ※1  6,624,687

外国為替 3,653 3,693

その他資産 113,848 70,819

有形固定資産 ※2  95,001 ※2  136,066

無形固定資産 7,682 9,583

繰延税金資産 45,583 48,319

支払承諾見返 125,001 112,049

貸倒引当金 △55,144 △53,784

資産の部合計 10,225,743 9,835,939

負債の部   

預金 8,665,706 8,376,091

譲渡性預金 121,095 128,003

コールマネー及び売渡手形 205,604 184,973

売現先勘定 79,919 97,401

債券貸借取引受入担保金 85,245 81,105

特定取引負債 16,679 16,617

借用金 164,069 80,646

外国為替 547 516

社債 41,000 41,000

その他負債 90,445 100,030

役員賞与引当金 － 63

退職給付引当金 18,476 18,435

役員退職慰労引当金 1,249 1,649

睡眠預金払戻引当金 899 996

ポイント引当金 624 607

特別法上の引当金 35 215

繰延税金負債 73 42

再評価に係る繰延税金負債 15,323 15,323

支払承諾 125,001 112,049

負債の部合計 9,631,997 9,255,770
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

純資産の部   

資本金 145,069 145,069

資本剰余金 123,404 123,404

利益剰余金 288,716 283,583

自己株式 △1,236 △1,217

株主資本合計 555,953 550,839

その他有価証券評価差額金 15,798 8,634

繰延ヘッジ損益 1,568 300

土地再評価差額金 7,777 7,777

為替換算調整勘定 2 1

評価・換算差額等合計 25,146 16,713

少数株主持分 12,646 12,616

純資産の部合計 593,746 580,168

負債及び純資産の部合計 10,225,743 9,835,939
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（２）【四半期連結損益計算書】 
   【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

経常収益 67,122

資金運用収益 47,084

（うち貸出金利息） 36,764

（うち有価証券利息配当金） 9,228

信託報酬 0

役務取引等収益 10,633

特定取引収益 801

その他業務収益 969

その他経常収益 7,634

経常費用 51,838

資金調達費用 9,562

（うち預金利息） 6,936

役務取引等費用 3,556

特定取引費用 3

その他業務費用 1,945

営業経費 21,884

その他経常費用 ※1  14,887

経常利益 15,284

特別利益 ※2  2,006

特別損失 20

税金等調整前四半期純利益 17,270

法人税、住民税及び事業税 8,640

法人税等調整額 △1,680

少数株主利益 261

四半期純利益 10,049
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 17,270

減価償却費 1,588

持分法による投資損益（△は益） △68

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,360

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △63

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △399

睡眠預金払戻引当金の増減額（△は減少） △97

ポイント引当金の増減額（△は減少） 16

資金運用収益 △47,084

資金調達費用 9,562

有価証券関係損益（△） 2,617

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △145

為替差損益（△は益） △96

固定資産処分損益（△は益） △203

特定取引資産の純増（△）減 △30,689

特定取引負債の純増減（△） 61

貸出金の純増（△）減 △147,469

預金の純増減（△） 289,615

譲渡性預金の純増減（△） △6,908

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

93,422

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △32,087

コールローン等の純増（△）減 3,093

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 250

コールマネー等の純増減（△） 3,148

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 4,140

外国為替（資産）の純増（△）減 40

外国為替（負債）の純増減（△） 31

資金運用による収入 44,671

資金調達による支出 △6,796

その他 740

小計 199,564

法人税等の支払額 △14,911

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,653
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月1日 
 至 平成20年6月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △243,893

有価証券の売却による収入 24,015

有価証券の償還による収入 115,317

金銭の信託の増加による支出 △847

金銭の信託の減少による収入 731

有形固定資産の取得による支出 △508

無形固定資産の取得による支出 △455

有形固定資産の売却による収入 291

投資活動によるキャッシュ・フロー △105,349

財務活動によるキャッシュ・フロー  

劣後特約付借入金の返済による支出 △10,000

配当金の支払額 △4,916

少数株主への配当金の支払額 △242

自己株式の取得による支出 △26

自己株式の売却による収入 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,177

現金及び現金同等物に係る換算差額 96

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,221

現金及び現金同等物の期首残高 134,533

現金及び現金同等物の四半期末残高 198,755

─ 17 ─



  
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」 

 「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告

第18号平成18年５月17日)が平成20年４月１日

以後開始する連結会計年度から適用されること

になったことに伴い、当第１四半期連結会計期

間から同実務対応報告を適用しております。こ

れによる影響はありません。 

(2) リース取引に関する会計基準 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりましたが、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号平成

19年３月30日)及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号同前)が平成20年４月１日以後開始する連結

会計年度から適用されることになったことに伴

い、当第１四半期連結会計期間から同会計基準

及び適用指針を適用し、売買取引に係る方法に

準じた会計処理に変更しております。  

（借手側） 

 当該取引については、「有形固定資産」及び

「無形固定資産」中のリース資産として計上し

ております。また、リース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

これによる影響は軽微であります。 

 なお、リース取引開始日が平成20年４月１日

前に開始する連結会計年度に属する所有権移転

外ファイナンス・リース取引につきましては、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理

を行っております。 

（貸手側） 

 当該取引については、「その他資産」中のリ

ース投資資産として計上しております。また、

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基

準については、リース料受取時に売上高と売上

原価を計上する方法によっております。これに

よる損益への影響は軽微であります。 

 なお、リース取引開始日が平成20年４月１日

前に開始する連結会計年度に属する所有権移転

外ファイナンス・リース取引につきましては、

期首に前連結会計年度末における固定資産の減

価償却累計額控除後の額で契約したものとし

て、「その他資産」中のリース投資資産に計上

する方法によっております。 

 これにより、従来の方法に比べ、「その他資

産」中のリース投資資産は42,386百万円増加

し、「有形固定資産」及び「無形固定資産」が

同額減少しております。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 減価償却費の算定方法  定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２ 貸倒引当金の計上方法  「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、平成20年３月期の予想損失率を適用し

て計上しております。 

３ 税金費用の計算  法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。 

４ 繰延税金資産の回収可能性の判断  繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動がないと認められるため、同年

度末の検討において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングの結果を適用しておりま

す。 

５ 連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去 

 連結会社相互間の債権債務につきましては、合

理的な範囲内で、当該債権の額と債務の額の差異

の調整を行わずに相殺消去しております。連結会

社相互間の取引につきましては、取引金額の差異

を合理的な方法により相殺消去しております。 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 5,018百万円

延滞債権額 87,156百万円

３ヵ月以上延滞債権額 4,320百万円

貸出条件緩和債権額 89,152百万円

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 3,325百万円

延滞債権額 92,430百万円

３ヵ月以上延滞債権額 3,170百万円

貸出条件緩和債権額 88,735百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

     90,695百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

   89,936百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：千株) 

 
  

２ 配当に関する事項 
  

 （1）配当金支払額 

 
  

 （2）基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連 

    結会計期間の末日後となるもの 

  

    該当ありません。 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

※１ その他経常費用には、貸出金償却5,849百万円、

貸倒引当金繰入額3,654百万円を含んでおります。 

※２ 特別利益には、償却債権取立益1,601百万円、固

定資産処分益223百万円を含んでおります。 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年６月30日現在 

 

現金預け金勘定 523,262

預け金(日銀預け金を除く)   △324,506

現金及び現金同等物 198,755

当第１四半期連結会計期間末株式数

発行済株式 

 普通株式 895,521 

 種類株式    ― 

合計 895,521 

自己株式 

 普通株式  1,681 

 種類株式    ― 

合計  1,681 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 4,916 5.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ 事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他業務」は、証券業等でありま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

  

【海外経常収益】 

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 

  

  

(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

※１ 本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。当第１四半期連結会

計期間末は以下のとおりであります。 

※２ 四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債

権」中の信託受益権を含めて記載しております。 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

  

銀行業務 
(百万円)

リース業務
(百万円)

その他業務
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

経常収益 

 (1) 外部顧客に対する 
   経常収益 

61,313 4,748 1,060 67,122 ─ 67,122

 (2) セグメント間の内部 
   経常収益 

363 88 10 462 (   462) ─

計 61,677 4,837 1,070 67,585 (   462) 67,122

  経常利益 14,846 501 114 15,463 (   178) 15,284

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ─ ─ ─

地方債 ─ ─ ─

短期社債 ─ ─ ─

社債 ─ ─ ─

その他 48,518 48,358 △160

合計 48,518 48,358 △160
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  ２ その他有価証券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。 

  

(金銭の信託関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

※ 本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。当第１四半期連結会計

期間末は以下のとおりであります。 

  

１ 満期保有目的の金銭の信託(平成20年６月30日現在) 

  該当ありません。 

  

  

２ その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。 

  

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
評価差額(百万円)

株式 144,771 210,490 65,719

債券 1,253,047 1,237,551 △15,495

 国債 520,404 505,896 △14,507

 地方債 238,462 238,261 △200

 短期社債 ─ ─ ─

 社債 494,181 493,393 △787

その他 619,218 593,396 △25,821

 うち外国債券 523,740 505,347 △18,392

合計 2,017,037 2,041,439 24,401

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
評価差額(百万円)

その他の金銭の信託 4,042 4,042 0
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(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

※ 本項目は企業集団の事業の運営において重要なものとして記載しております。当第１四半期連結会計

期間末は以下のとおりであります。 

  

(1) 金利関連取引(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第24号)等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いており

ます。 

  

(2) 通貨関連取引(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等

に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨

建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

  

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所 
金利先物 1,239 ─ ─

金利オプション ─ ─ ─

店頭 

金利先渡契約 ─ ─ ─

金利スワップ 1,709,825 1,069 1,069

金利オプション ─ ─ ─

その他 102,850 △304 △304

合計 ― 764 764

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所 
通貨先物 ─ ─ ─

通貨オプション ─ ─ ─

店頭 

通貨スワップ 455,397 743 743

為替予約 6,955 △44 △44

通貨オプション 379,947 2 3,187

その他 2,036 36 36

合計 ― 737 3,922
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(3) 株式関連取引(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 

  

(4) 債券関連取引(平成20年６月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 

  

(5) 商品関連取引(平成20年６月30日現在) 

  該当ありません。 

  

(6) クレジットデリバティブ取引(平成20年６月30日現在) 

  該当ありません。 

  

  

  

  

  

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所 
株式指数先物 ─ ─ ─

株式指数オプション 55 0 △0

店頭 

有価証券店頭オプション ─ ─ ─

有価証券店頭指数等スワップ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

合計 ― 0 △0

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

取引所 
債券先物 1,610 △7 △7

債券先物オプション ─ ─ ─

店頭 
債券店頭オプション ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

合計 ― △7 △7
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額等 

  

 
(注) １ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
２ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

  

(重要な後発事象) 

該当ありません。 

  

  

該当ありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 円 650.11 634.94

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 円 11.24

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 ─

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 10,049

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 ─

 普通株式に係る 
 四半期純利益 

百万円 10,049

 普通株式の期中    
平均株式数 

千株 893,850

２ 【その他】
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平成20年８月７日

株式会社千葉銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社千葉銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社千葉銀行及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  中 村  勝 三 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  水  守  理  智  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  下  内    徹  ㊞ 

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月12日 

【会社名】 株式会社千葉銀行 

【英訳名】 The Chiba Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  竹 山 正 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 千葉市中央区千葉港１番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社千葉銀行 東京営業部 

 (東京都中央区日本橋室町一丁目５番３号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

─ 27 ─



当行取締役頭取竹山正は、当行の第103期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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